
  

 
 
目 次 

１．日本労働社会学会 第38期 第 3 回幹事会(2026.7.4）議事録 

２．日本労働社会学会 第38期 第 3 回研究例会（2026.7.4）報告 

 

★2026 年度年会費納入のお願い★ 

★新著紹介のお願い 

★住所・メールアドレス変更通知のお願い★ 

（異動や転居等された方は、所属や住所等変更を事務局までお知らせください。 

事務局 e-mail: f.nishino [at] r.hit-u.ac.jp  [at]を@に置き換えてください） 

 

１．日本労働社会学会 第38期 第 3 回幹事会(2026.7.4）議事録 

 日時：2026年7月4日（土）13：00～15：00 

 方法：対面（上智大学四谷キャンパス2号館308教室）＋オンライン（Zoom） 

 参加者：今井、西野、高橋、阿部、戸室、宮地、井草、大西（以上対面） 

     上原、山根、仲、近間（以上オンライン） 

 

Ⅰ 第38回大会（2026年10月23，24，25日 上智大学四谷キャンパス）について 

１．開催校準備状況及び開催方法 

 開催校担当者として今井代表幹事より説明があり、詳細を決定した。 

 ① 工場見学（23日）：第一候補、第二候補が示された。 

 ② 大会開催前幹事会：L821＝図書館8階 

 ③ 自由論題（24日）、シンポジウム（25日）：上智大学四谷キャンパス 

教室（会員休憩室、事務局を含む）：上智紀尾井坂ビルB210、B104、B108、B112、B115 

 ④ 懇親会（24日）：11号館地下ラウンジ 

 ⑤ 大会プログラム：研究活動委員会が作成し、9月4日（金）開催校に送付。 

開催校が「工場案内」「大会案内」等を追記し、9月7日（月）にワールドミーティングに送

付。ワールドミーティングにて印刷＋封入＋郵送 9月11日（金）に発送開始。 

⑥ 参加申し込み＆支払期限 10月9日（金） 

 ⑦ 名札：開催校が参加者名簿をワールドミーティングに送付。ワールドミーティングにて 

名札を印刷し、大会までに開催校に郵送。 

 

２．シンポジウム 

 研究活動委員会の上原幹事より、シンポジウムの概要について説明があった。すでに登壇者3

名は確定している。今後はコメンテーターを決定する。プレシンポジウムは9月12日（土）15：

30～であり、会場は上智大学。 

 

Ⅱ 委員会報告・協議 

１．『年報』編集委員会 

 この間の活動報告や『年報』37号への投稿状況、特集論文、書評原稿の依頼状況について説

明がなされた。投稿規程について「文字数換算の明確化」「引用文献、文献リストのルールの

明確化」「図表作成方法の変更」の観点から改訂が検討されており、本幹事会では意見照会が

なされた。検討の結果、おおむね提案どおりの形で次回幹事会にて改訂を諮ることになった。

また、編集・刊行スケジュール、編集基準などについての報告がなされた。 

 

２．『ジャーナル』編集委員会 

日本労働社会学会 『通信』 第 38 期 第 3 号 2026 年 8月 7日（金) 



  

 『ジャーナル』26号は6月5日（金）にJ-stageにて公開された。27号の進捗状況について報告

がなされた。26号、27号において投稿論文のエントリー（投稿）がそれぞれ12本（10本）、18

本（14本）と急に増加したことから、『ジャーナル』編集委員増員の要望が出された。審議の

結果、幹事のなかで1名退会者が出ていることからこの幹事を補充する際に担当を『ジャーナ

ル』編集委員会とすることになった。ただ、幹事の人数は19名と上限が決まっていることか

ら、それ以上の増員が必要とされる場合は総会に諮る必要がある。 

 

３．研究活動委員会 

 上原研究活動委員会委員長より、奨励賞の告知と応募先について若干の変更があったこと、

自由論題の報告の募集について説明がなされた。今井代表幹事より、奨励賞関連について、昨

年来役割分担がうまくいかず、今年に入って退会した幹事が出たことなどから奨励賞選考委員

会を再編した点、選考に関しては例年通りである点が報告された。 

 研究例会は7月4日（幹事会後）に「障害者の労働社会における可能性について ―障害者雇⽤
の実証研究にむけて―」「新⼈の即時離職への躊躇と＜社会⼈規範＞の存在」「中⼩企業の男
性労働者はなぜ『サービス残業』を受容するのか―2000年代におけるDirty work・半技術サー

ビス職を特質とする⽔処理業への参与観察から―」が開催予定であることが報告された。 

 

４．関西部会 

 なし 

 

５．社会学系コンソーシアム担当 

 なし 

 

６．社会政策関連学会協議会担当 

 3月15日（日）に共同ワークショップ「学会の将来を考える２」が開催され、各学会共通の課

題や新規会員の獲得などについて論じられたことが報告された。本学会からは清山玲会員が登

壇した。 

 

７．学会ホームページ担当 

 学会のホームページに『ジャーナル』、『通信』、第38回大会に関する案内、会員新著を掲

載したことや、「労働社会学会年報」、「労働社会学研究」のページを更新したことが報告さ

れた。 

 

８．会計 

 出入金関係、年会費関連の作業状況、大会関連の口座一式を開催校に引き渡した件について

報告がなされた。 

 

９．代表幹事・事務局 

 継続審議として「休会制度」について検討してきたが、他学会の動向を確認したところ、社

会科学系学会ではみられないこと（「退会及び再⼊会」で対応するなど）、運営上の課題もい

くつかみられることから導入を見送ることとなった。 

 

Ⅲ 入退会者、会費減免措置、会員資格移行の承認 

 5 ⽉のメール審議にて、新規⼊会１名、会費減免申請1名（常勤職にない減免1名）、6 ⽉の
メール審議にて、新規⼊会2名、会費減免申請1名（常勤職にない減免1名）が承認された。 

 第3回幹事会にて、新規入会4名、退会5名（うち1名はご⾼齢、1名はご逝去）が承認された。 

＜新規入会会員＞ 

黒川尚子   東京大学大学院総合文化研究科博士課程 

鈴木由真   関西学院大学研究員 



  

松﨑貴子   成蹊大学科目履修生 

趙 倩    早稲田大学人間科学研究科修士課程 

畢新雨    お茶の水女子大学大学院人間文化創成研究科博士課程 

松本彩那   名古屋大学大学院教育発達科学研究科博士後期課程 

佐久間貴大  中央大学大学院経済学研究科博士課程後期課程 

 

次回第4回幹事会は、2026年9月12日開催予定 

 

２．日本労働社会学会 第38期 第 3 回研究例会（2026.7.4）報告 

＜第一報告＞ 

報告者：中澤厚志（和光市立広沢小学校） 

報告題目：障害労働者の労働社会における可能性について―障害者雇用の実証研究にむけて

― 

 

障害で働きたくても働けないことは障害者の宿命ではない。障害者と漠然と観察してはなら

ない。障害があっても可能性を秘めている。 

なぜなら、人間個体がその五官の五感情報を脳に収集し、その分析評価を経てこれを集積さ

せ、これを繰り返しながら意思の形成、人格を形成させ、様々な言動を醸し出しているとすれ

ば、障害はその生命活動を醸し出す身体、精神のどこかの機能不全であり、ぎこちない容姿言

動になっているとしても、それで一つの個体を成している。すなわち、障害個体が医療や福祉

などに支えられつつも、機能不全部分を他の正常機能部分が補完して整合させて、一つの個体

としての生命活動を醸し出すのであった。 

この障害個体が、「命のときめき（例 喜怒哀楽）」を醸し出し、生きる力、働く力を創出

しようものなら、その方途を自ずと模索することになるであろう。例えば、芸術で書画をか

き、音を奏でるように。労働では起業、個人事業主（フリーランス、クラウドワーク）、労働

者（労働者性）のように。 

また、障害の原因となっている「原疾患」の病態の発症又はその後遺症に対する事業主の合

理的配慮があっても、その突然の発症は予測できない。医学・医療がほぼ制御するにしても、

万が一発症して現場が混乱してその時の「適切な判断及びその対処方法の選択」を誤れば行

政、司法の紛争リスクを高める。予め本人、時に主治医発信の情報でそのリスクを低減させる

しかない。さらに、障害者に労働社会の規範文化の学びが期待されるのであれば、教育の支援

（Bio－education）も欠かせない。すなわち、社会的資源（公的、これ以外）の情報収集やそ

の活用は欠かせない。 

本研究では、障害者雇用（障害者雇用促進法、平成27年厚生労働省告示第117号）制度の実証

研究で、まずは「事業主の合理的配慮」を障害個体に応じて流動的に変化させて具体的に妥当

させ安定させるためは、事業主の管理過程（計画・結果、定性・定量分析などを連続させるこ

と）が柔軟でなければならない。なお、その過程上でトラブル因子が散在するなら、その収集

そして結果を予見し回避させなければならない。ここでも障害労働者の個人情報が欠かせな

い。以って、障害労働者の労働能力の発揮と労働関係を安定させる。 

この場合には、障害労働者と事業主の信義誠実な相互関係で協働させなければならず（契約

法）、以って障害者と事業主の人権の尊厳と生命の尊重を結実させるための障害者雇用制度を

も展望しようともしている。 

今後は判例や学説の動向などを比較法的な考察により、「事業主の合理的配慮の内容と範囲

及びその限界」を模索し、その社会生活事実と法律事実の整合性を分析評価する法社会学的な

具体的考察を計画している。 

研究例会では、人を観察することと研究題目の関連性如何、障害労働者の労働関係法令の中

に障害者雇用促進法を位置づけること、などの多くのご指導をいただけました。こころより感

謝申し上げます。 

障害者で概ね10年、障害者労働は所属が決まり6年になった。社会は学びの宝庫であると悟



  

り、障害者自他の社会（労働）生活をありのままに観察し、暮らしやすい日常を模索してい

た。障害者雇用も労働契約の成立で始まり、働くことにも喜び、厳しさ、苦しみ、悔しさなど

の「命のときめき」を混在させた。できないからできないのではない。できないなりの日々工

夫と、労働では日々信義誠実に勤めることこそが労働能力を発揮し、労働の安定を創出させ

た。ここに労働社会にける障害者労働の可能性があった。文献(略)。 

 

 

＜第二報告＞ 

報告者 ：平尾 静（一橋大学大学院社会学研究科博士後期課程） 

報告題目：新人の即時離職への躊躇と＜社会人規範＞の存在 

 

1990年代以降の日本型雇用システムの変容によって、転職はより受け入れられやすい選択肢

となった。また、若年就業者をめぐる労働市場は近年売り手市場化が進んでおり、特に近年の

若年就業者にとって、転職はますます現実的になっている。一方で、このような状況において

も若年就業者による初職の早期離職は増えておらず、大卒3年以内離職率は30%台前半のまま大

きく変わっていない。先行研究では若年就業者の離職に繋がる要因が多面的に検討されてきた

が、若年就業者が初職で離職するか否かを決定するプロセスについては、十分に検討されてこ

なかった。 

そこで本研究では、若年就業者が離職を検討する契機の1つである初職参入後のリアリティ・

ショックに着目し、近年の若年就業者がリアリティ・ショックを経験した際に即時に離職せ

ず、離職を引き延ばす要因を検討した。調査では、民間企業に所属している20代の若年大卒正

社員18名への半構造化インタビューを行った。インタビューでは、就職活動前に関する質問、

初職から現在の就業先での就業に関する質問、働くことに関する質問を行い、近年の若年就業

者が離職を引き延ばす理由について、特に学校から職業への移行との接続という観点から検討

した。 

分析の結果、近年の若年就業者に特徴的な、やりたいことに主軸を置く就職活動で形成され

た初職への期待と、利潤追求を前提とした現実の企業活動との間には乖離が存在し、この乖離

が近年の若年就業者の初職でのリアリティ・ショックに繋がっていることが示された。近年の

若年就業者が初職で経験するリアリティ・ショックは、特定の個人と特定の組織とのミスマッ

チという側面だけでなく、自身の希望を主軸に置く若年就業者と利潤追求を前提とする企業と

の根本的な期待の違いによる、学校から職業への移行プロセス上で起こる適応課題という側面

も持っていた。特に後者の側面は、近年の若年就業者による即時の離職への躊躇にも接続して

いた。近年の若年就業者は転職可能性のみを考慮して離職を決めるわけではなく、むしろ転職

自体はできることを前提とし、転職した際に現職で経験しているストレスが軽減されるかどう

かを考慮し、「どこでも結局同じ」だと想定することによって離職を躊躇し、引き延ばす傾向

にあった。また、近年の若年就業者は、社会人として求められるものを、特定の組織で求めら

れるものに加えて、企業横断的に求められるものとしても捉えていた。 

以上のような近年の若年就業者の動向は、初職参入時の社会化が特定企業への適応だけでな

く、企業横断的な就業生活への適応も含むことを示していた。すなわち、近年の若年就業者は

所属企業で組織社会化を達成する「会社人間」になることへの要請に加えて、どこでも通用す

る「社会人」として社会化を達成すること、すなわち企業横断的な＜社会人規範＞の要請を受

けていることが明らかになった。 

質疑では、主に問いの位置付けや分析の射程に関するご指摘を多くいただいた。特に、本報

告の主題である即時離職への躊躇がどのような層でいかに特徴的なのかを示す必要性をご指摘

いただき、そのためにより詳細な政府統計の確認と状況の提示が求められた。また、即時に離

職せず引き延ばすという状況自体は従来と変わらない中で、どの程度のタイムスパンでの引き

延ばしを対象とするのかという定義の明確化の必要性も指摘された。また、今回は学校から職

業への移行との接続を中心に検討したが、同僚や上司との関係性等、他の要素による影響につ

いても関心が寄せられた。 



  

今後は、今回の報告で得られたコメントを踏まえて各種政府統計にあたり、より良い問いの

位置付けを模索する。その上で、既存データの追加分析や追加データの収集等を行ってデータ

を補強し、論文としての研究成果の公表を目指す。 

 

 

＜第三報告＞ 

報告者：鹿島謙輔（埼玉大学大学院博士後期課程） 

報告題目：中小企業の男性労働者はなぜ「サービス残業」を受容するのか―2000年代・Dirty 

workを特質とする水処理業へのオートエスノグラフィーから― 

 

 本報告は、中小企業の男性労働者が「サービス残業」を受容するメカニズムを解明するこ

とを目的とする。先行研究では捉えきれなかった不払い部分の受容要因に着目し、2000年代後

半の分散型水処理設備維持管理業（M社）における筆者自身の約3年間の勤務および労働組合結

成の経験をもとに、「分析的オートエスノグラフィー」を用いた質的分析を行った。分析の結

果、未払い時間外労働は年間推定650時間（未払率67.8％）に達していた。対象業務はDirty 

Work（Ashforth & Kreiner 1999）として社会的スティグマを付与される労働過程を持つ。そし

て、経営側は、職務基準のない不確かな能力給と、手厚い家族・住宅手当を組み合わせた賃金

体系を構築していた。この賃金体系は、社会的承認を剥奪された周縁的男性労働者に対し、社

会的承認の経路を「稼得責任を伴う家族形成」へ一元化し、労働時間から切断された不払い労

働を受容させる経済的誘導と代替補償のメカニズムとして機能していた。結論として、不払い

労働の受容の要因は、前近代的な忠誠心や経済的遅延報酬ではなく、ジェンダー規範化された

家族賃金規範を手段とした経営側の儀礼的正当化の結果であることを析出した。 

 報告者は看護師の労働意識や病院組織について研究を行っており、ジェンダー視点からの

分析が必要であった。そのためには、男性を対象にした「なぜ長時間労働・サービス残業を受

容するのか」を検討しなければならなかった。本報告は自身の経験から作業仮説を得るための

予備的考察である。また、調査方法は自身の経験を基にした「オートエスノグラフィー」であ

り問題点を多く孕んでいる。当日ご参加いただいた先生方からはその方法論的課題を枠外に置

き、中小企業労働者の深層理解に向けた建設的な議論を提示いただいた。議論から得た課題は

以下である。「稼得能力を通じたアイデンティティの獲得」はこれまでの先行研究からも提出

されている。「遅延報酬」や「職業威信」を獲得できない周縁化された中小企業労働者を対象

とすることでサービス残業の受容要因を彫琢できると考えたが、その分析は十分な到達点には

至らなかった。その点に加え、賃金体系をどのような視点で分析を行うのか、途上的な報告と

なってしまった。報告者にとって大きな課題であり、新しい試みにチャレンジするための良い

機会となった。そして、総じてとなってしまうが看護師の労働分析（博士論文）に繋がる有意

義な時間となった。この場をお借りし、ご参加いただいた諸先生方には深く感謝を申し上げた

い。 
 

 
************************************************************************************** 
★2026年度 年会費納入のお願い★ 

学会費の納入は下記口座までお願いします。 

【郵便振替口座】口座番号： 00150-1-85076  

加入者名： 日本労働社会学会年会費  

学生・院生会員：6,000 円  一般会員：10,000 円 

会費減免制度については、右記URL をご参照ください。http://www.jals.jp/discount/ 

お問い合わせ先：(株)ワールドミーティング （日本労働社会学会事務代行） 

Tel:03-3350-0363  Fax:03-3341-1830   e-mail: jals@world-meeting.co.jp 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
★新著紹介のお願い★ 



  

日本労働社会学会のBlog にて会員の新著を紹介しています。 

新著（共著を含む）を出版された方は事務局もしくは Web 担当にご連絡ください。 

e-mail: y.chikama0107[at]gmail.com    [at]を@に置き換えてください 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
★所属や住所、メールアドレス変更連絡のお願い★ 

所属や住所、メールアドレスを変更した場合には、必ず事務局にご連絡ください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

★日本労働社会学会事務局（第 38 期）★ 

〒186-8601 東京都国立市中２−１ 一橋大学大学院社会学研究科  西野史子研究室気付 

e-mail: f.nishino [at] r.hit-u.ac.jp  [at]を@に置き換えてください 

学会 HP: http://www.jals.jp/ 
************************************************************************************** 


